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資 料

産Ｒ6.10.21

域外資本企業のまちなかへの進出について

１．現状と課題

（１）現状

市では、地域経済懇談会における議論等を踏まえて、令和２年３月に高山市産業振興基本

条例を改正している。その中で域外資本企業の役割を、「地域社会を構成する一員としての

社会的責任を自覚し、事業活動を行うにあたっては、市内で生産される商品の購入及び提供

されるサービスの利用、景観への配慮などに積極的に取り組むよう努めること」と定め、市

内に進出する域外資本企業に対しては、同条例の趣旨を説明し、協力を求めてきた。

また、高山市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例等の届出に基づき基準への適合を求

めるほか、住民説明会の開催やまちづくり協定に基づいた地元合意の形成など域外資本企業

に対し働きかけを行ってきた。なお近年は、宿泊事業者（域外資本企業を含む。）による支

配人会が発足し、定期的な情報交換や意見交換が行われているほか、施設や料理に地場産品

が活用されるなどの好事例も出てきている。

一方で、観光地としての国内外からの評価が年々高まり、観光入込客数は増加傾向にあり、

インバウンド需要も急増している。そうした中、観光関連産業をはじめとする域外資本企業

のまちなかへの進出が増加傾向にある。

（２）課題

市民や地元事業者からは、景観面への配慮がない建物や看板、地域の住民が望まない業種・

業態、地域への貢献不足など、域外資本企業のまちなかへの進出に関して、問題視するご意

見が多く寄せられている。

市としては各種取り組みを行っているものの、企業の経済活動を規制することには限界が

あるのが現状である。

しかしながら、これからも本市の持続可能なまちづくりを進めていくため、飛騨高山の町

並みや雰囲気などのたたずまいを後世に残すとともに、域外資本企業と地元事業者の共存を

図るための具体的な取り組みを打ち出していく必要がある。

２．今後の対応

（１）基本的な考え方

市内に進出する域外資本企業に対して、本市の歴史や伝統、文化、考え方、取り組みなど

をしっかりと説明し理解していただき、飛騨高山のブランド力を支えている地元事業者と一

緒になってまちの魅力や価値、ブランド力を高め、本市の持続的発展を図るために協力して
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いただくことが重要である。

今後はより一層官民双方による取り組みをすすめ、市内に進出しようとする域外資本企業

に対し、事業構想段階から地元事業者や市民の想いを伝え、理解していただき、協力関係を

あらかじめ構築できる仕組みづくり、また、地域住民や地元事業者がまちづくりの方向性や

ルールを考え、実現していくことができる仕組みづくりについて研究・検討をすすめる。

（２）具体的な取り組み案

・不動産の売買や賃貸借の情報などの早期把握と関係者で共有できる体制づくり

・事業構想段階における事業者への条例の趣旨や制度内容などの周知と働きかけの強化

・域外資本企業と地元住民との意見交換の機会創出

・景観基準（看板等を含む。）等の厳格化

・町並み保存会や町内会、商店街振興組合等におけるまちづくり計画の策定及び市とのまち

づくり協定締結に向けた取り組みの促進

・産業振興団体との連携強化による団体加入などの要請の取り組みの推進

※今後、具体的な取り組みを検討し、実施できる取り組みから開始するとともに、必要に

応じて市の例規等を改正


